
（案）

船員に関する特定最低賃金（全国内航鋼船運航業最低賃金及び海上旅客

運送業最低賃金）の改正について

交通政策審議会海事分科会船員部会

全国内航鋼船運航業最低賃金及び海上旅客運送業最低賃金の改正について、それ

ぞれ下記のとおりの結論とする。

記

１．全国内航鋼船運航業最低賃金（平成８年運輸省最低賃金公示第５号）につ

いては、適用する船員に係る最低賃金額の職員「２４８，４５０円」を「２

４９，５５０円」に、ただし書の職員「２３２，０００円」を「２３３，１

００円」に、部員「１８９，８５０円」を「１９０，９５０円」に、ただし

書の海上経歴３年未満の部員「１８０，５５０円」を「１８１，６５０円」

にそれぞれ改正することが適当である。

〔要望事項〕

航海士、機関士が乗り組んでいない船舶の船長、機関長の賃金については、

その職責を考慮して、最低賃金額を上回るよう引き続き行政指導されたい。

２．海上旅客運送業最低賃金（平成８年運輸省最低賃金公示第６号）について

は、適用する船員に係る最低賃金額の職員（事務部職員を除く。）「２４５，

３５０円」を「２４６，４５０円」に、事務部職員「１９１，２５０円」を

「１９２，３５０円」に、部員「１８３，９００円」を「１８５，０００円」

にそれぞれ改正することが適当である。
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